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宇治市条例第   号 

   宇治市子どもの医療費支給に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における健やかに子どもを生み育てる環

境づくりの一環として、子どもに対する医療費の支給事業を実施

し、もって子どもの健康の保持及び増進を図ることを目的とする

。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

⑴ 子ども 宇治市内に住所を有し、出生の日から満１８歳に達

する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。 

⑵ 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で子どもを

現に監護するものをいう。 

⑶ 医療保険各法 健康保険法（大正１１年法律第７０号 ）、 船

員保険法（昭和１４年法律第７３号 ）、 私立学校教職員共済法

（昭和２８年法律第２４５号 ）、 国家公務員共済組合法（昭和

３３年法律第１２８号）及び地方公務員等共済組合法（昭和３

７年法律第１５２号）をいう。 

⑷ 保険医療機関等 健康保険法第６３条第３項第１号に規定す

る保険医療機関及び保険薬局をいう。 

（対象者） 

第３条 この条例の規定により、医療費の支給の対象となる者（以

下「対象者」という 。） は、保護者であって、その子どもが国民

健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による被保険者又は医

療保険各法による被扶養者であるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該子どもが次の各号のいずれかに

該当する場合は、対象者としない。 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規

定する被保護者の属する世帯に属する場合 



⑵ 重度心身障害者・一人親家庭に対する医療費の支給に関する

定めにより、福祉医療費に係る受給者証を交付されている一人

親家庭児又は重度心身障害者である場合 

（支給額） 

第４条 医療費の支給額は、子どもが医療に関する給付を受けた場

合において対象者が保険医療機関等に支払うべき額から保険医療

機関等ごとに１月につき２００円（以下「一部負担金」という 。

）を控除した額とする。ただし、付加給付その他医療に関する法

令等の規定による給付により対象者の負担が軽減されるときは、

一部負担金及び当該軽減される額を控除した額とする。 

（支給対象期間） 

第５条 医療費の支給対象期間は、別表に定める始期から終期まで

の間とする。 

（申請） 

第６条 医療費の支給を受けようとする対象者は、規則で定めると

ころにより、市長に申請しなければならない。 

（受給者証の交付等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、必要な調

査及び審査を行い、対象者であると認定した者に対し、この条例

の規定による医療費の支給を受ける権利を証する受給者証（以下

「受給者証」という 。） を交付する。 

２ 前項の規定により受給者証の交付を受けた対象者は、その子ど

もがこの条例に規定する医療費の支給を受けるための資格を満た

さなくなったときは、速やかに当該受給者証を返還しなければな

らない。 

（受給者証の提示） 

第８条 対象者は、この条例による医療費の支給を受けようとする

ときは、医療に関する給付を受ける保険医療機関等に、被保険者

証等と併せて受給者証を提示しなければならない。 

（医療費の支給等） 



第９条 医療費の支給は、市長が対象者に代わり第４条に規定する

額を保険医療機関等に支払うことによって行う。ただし、子ども

が医療に関する給付を受けた場合において対象者が保険医療機関

等に支払うべき額を保険医療機関等に支払ったときは、医療費を

直接対象者に支給することができる。 

２ 対象者は、前項ただし書の規定により医療費の支給を受けよう

とするときは、規則で定めるところにより、市長に申請しなけれ

ばならない。 

（第三者行為の届出） 

第１０条 対象者は、子どもの受ける医療に関する給付に係る疾病

又は負傷が第三者の行為によって生じたものであるときはその旨

を、当該疾病又は負傷に対して損害賠償を受けたときはその金額

等を、規則で定めるところにより、直ちに市長に届け出なければ

ならない。 

（損害賠償との調整） 

第１１条 市長は、対象者が子どもの受ける医療に関する給付に係

る疾病又は負傷について損害賠償を受けたときは、その価額の限

度において、この条例の規定により支給すべき医療費の全部若し

くは一部を支給せず、又は既に支給した医療費の額に相当する金

額を返還させることができる。 

（不正利得の返還） 

第１２条 偽りその他不正の手段によって医療費の支給を受けた者

があるときは、市長は、その者からその支給を受けた額に相当す

る金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（譲渡又は担保の禁止） 

第１３条 この条例による医療費の支給を受ける権利は、譲渡し、

又は担保に供してはならない。 

（変更の届出） 

第１４条 対象者は、第６条の規定により申請した事項に変更が生

じたときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出



なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出がないときは、職権により調査

し、認定の取消しその他必要な措置をとることができる。 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定め

る。 

附 則 

この条例は、令和７年９月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

1  支給対象期間の始期は、次の各号のいずれかに該当する日とす

る。 

⑴ 子どもの出生の日 

⑵ 子どもが他の市町村から宇治市の区域内に転入してきた場合

は、当該住所を有することとなった日 

⑶ 子どもが国民健康保険法による被保険者又は医療保険各法に

よる被扶養者の資格を取得した場合は、資格を取得した日 

２ 支給対象期間の終期は、次の各号のいずれかに該当する日とす

る。 

⑴ 子どもが満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日 

⑵ 子どもが宇治市の区域内から他の市町村へ転出した場合は、

当該住所を有しなくなった日。ただし、宇治市の区域内に住所

を有しなくなった日に他の市町村の区域内に住所を有すること

となった場合は、当該住所を有しなくなった日の前日 

⑶ 子どもが死亡した場合は、死亡した日 

⑷ 子どもが国民健康保険法による被保険者又は医療保険各法に

よる被扶養者の資格を喪失した場合は、資格を喪失した日の前

日 

 

 

 



（提案理由）  

 

 子育て支援医療費支給事業を拡充するために、提案するものであ

ります。 

 


